
人
事
局
長
よ
り
示
さ
れ
た
最
終

回
答
で
は
「
知
事
部
局
職
員
の
イ

ン
フ
ル
エ
ン
ザ
ワ
ク
チ
ン
接
種
費

用
の
地
方
職
員
共
済
組
合
に
よ
る

助
成
」
と
い
う
回
答
は
あ
っ
た
も

の
の
、
全
体
的
に
は
私
た
ち
が
求

め
て
い
る
切
実
な
要
求
と
は
大
き

な
隔
た
り
が
あ
り
、
極
め
て
不
満

な
も
の
で
す
。

回
答
で
は
「
会
計
年
度
任
用
職

員
の
給
与
に
つ
い
て
適
切
な
も
の

と
な
る
よ
う
検
討
」
と
の
考
え
方

が
示
さ
れ
ま
し
た
。

総
務
省
の
調
査
に
お
い
て
も
、

他
の
都
道
府
県
で
は
常
勤
職
員
の

給
料
表
を
基
礎
と
し
、
職
務
経
験

を
考
慮
す
る
取
扱
い
と
な
っ
て
い

る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
て
い
ま

す
が
、
大
阪
府
で
は
低
い
水
準
に

据
え
置
か
れ
た
ま
ま
と
な
っ
て
い

ま
す
。
今
季
の
交
渉
で
も
、
直
ち

に
改
善
に
向
け
た
協
議
を
行
う
よ

う
求
め
て
い
ま
す
。

会
計
年
度
任
用
職
員
の
待
遇
改

善
、
正
規
職
員
・
教
職
員
と
の
均

等
待
遇
を
め
ざ
し
、
引
き
続
き
、

取
り
組
み
を
強
化
し
ま
す
。

１
年
以
上
に
及
ぶ
コ
ロ
ナ
禍
に

お
い
て
、
職
員
・
教
職
員
の
不
足

が
よ
り
顕
著
に
な
り
ま
し
た
。

府
庁
一
丸
と
な
っ
た
「
応
援
体

制
」
も
組
み
つ
つ
、
対
応
し
て
い

ま
す
が
、
保
健
所
や
健
康
医
療
部
、

危
機
管
理
室
、
商
工
労
働
部
を
中

心
に
、
健
康
破
壊
や
過
労
死
の
危

険
に
さ
ら
さ
れ
て
い
る
職
員
が
増

え
続
け
て
い
ま
す
。
業
務
の
休
止

や
見
直
し
に
よ
り
、
コ
ロ
ナ
対
策

等
に
必
要
な
職
員
を
配
置
す
る
な

ど
、
一
刻
も
早
く
具
体
的
に
、
長

時
間
労
働
を
解
消
す
る
対
策
を
と

る
こ
と
が
必
要
で
す
。

学
校
で
は
コ
ロ
ナ
対
応
に
加
え

て
、
教
職
員
が

見
つ
か
ら
ず
、

教
育
に
「
穴
が

あ
く
」
事
態
と

な
り
、
長
時
間

過
密
労
働
を
深

刻
化
さ
せ
て
い

ま
す
。

今
後
も
、
感

染
拡
大
が
懸
念

さ
れ
る
状
況
で
、

職
員
・
教
職
員

の
命
・
健
康
を

ま
も
る
対
策
を

講
じ
る
こ
と
は

行
政
と
し
て
当

然
の
責
務
で
あ

り
、
そ
の
こ
と

が
府
民
の
命
や
健
康
を
守
る
こ
と

に
も
直
結
し
ま
す
。
引
き
続
き
、

職
員
・
教
職
員
を
増
や
す
取
り
組

み
を
強
化
し
ま
す
。

回
答
で
は
、
知
事
部
局
に
お
い

て
「
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度
の

今
年
度
中
の
導
入
に
向
け
て
検
討
」

と
の
考
え
方
が
示
さ
れ
ま
し
た
。

「
仕
事
と
家
庭
の
両
立
支
援
」
や

「
職
員
が
働
き
や
す
い
環
境
づ
く

り
」
は
必
要
で
す
が
、
そ
の
た
め

に
も
時
間
外
勤
務
の
な
い
適
切
な

人
員
配
置
こ
そ
が
必
要
で
す
。

長
時
間
労
働
の
実
態
を
放
置
し

た
ま
ま
、
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制

度
を
導
入
す
れ
ば
、
時
間
外
労
働

や
サ
ー
ビ
ス
残
業
が
増
え
る
と
い

う
事
態
も
想
定
さ
れ
ま
す
。
引
き

続
き
、
職
場
か
ら
の
意
見
集
約
を

進
め
る
と
と
も
に
、
導
入
に
あ
た
っ

て
の
十
分
な
協
議
を
求
め
、
取
り

組
み
を
進
め
ま
す
。

コ
ロ
ナ
禍
の
中
、
評
価
を
強
行

し
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
職
員
の
モ

チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
下
げ
、
チ
ー
ム

ワ
ー
ク
を
壊
す
事
態
が
現
実
に
起

き
て
い
ま
す
。
コ
ロ
ナ
対
応
に
奮

闘
す
る
職
員
・
教
職
員
に
対
し

「
制
度
だ
か
ら
仕
方
な
い
」
で
は

済
ま
さ
れ
る
問
題
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。
引
き
続
き
、
評
価
制
度
と
賃

金
リ
ン
ク
の
中
止
を
求
め
、
取
り

組
み
を
強
化
し
ま
す
。

昨
年
に
引
き
続
き
、
今
季
の
闘

争
も
交
渉
の
日
程
・
規
模
等
を
縮

小
し
、
取
り
組
み
を
進
め
ざ
る
を

得
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
府
労
組
連

は
職
場
の
切
実
な
声
を
可
能
な
限

り
集
約
し
、
折
衝
・
交
渉
を
重
ね

て
き
ま
し
た
。

若
干
の
前
向
き
な
回
答
は
あ
っ

た
も
の
の
、
給
料
・
一
時
金
の
引

上
げ
を
は
じ
め
、
職
員
・
教
職
員

増
、
評
価
制
度
中
止
、
結
婚
休
暇

の
取
得
期
間
の
延
長
、
部
分
休
業

等
と
時
間
年
休
の
併
用
な
ど
休
暇

制
度
の
拡
充
、
安
全
衛
生
対
策
強

化
な
ど
課
題
は
山
積
し
て
い
ま
す
。

最
終
回
答
で
の
到
達
点
を
確
認
す

る
と
と
も
に
、
引
き
続
き
、
問
題

点
や
要
求
の
集
約
を
重
ね
、
秋
季

年
末
闘
争
に
向
け
た
取
り
組
み
を

進
め
ま
す
。

ま
た
「
定
年
引
上
げ
」
に
つ
い

て
は
「
来
年
度
中
に
職
員
に
説
明

で
き
る
よ
う
検
討
」
と
の
考
え
方

を
引
き
出
し
ま
し
た
。

「
雇
用
と
年
金
の
接
続
」
や

「
職
務
給
」
の
原
則
に
も
と
づ
き
、

高
齢
期
の
職
員
・
教
職
員
が
モ
チ

ベ
ー
シ
ョ
ン
を
維
持
し
な
が
ら
安

心
し
て
働
き
続
け
ら
れ
る
制
度
と

な
る
よ
う
労
使
協
議
を
求
め
て
い

き
ま
す
。

６
月
18
日
、
人
事
局
長
は
、
府
労
組
連
に
対
し
、
夏
季
要
求
に
か
か

る
最
終
回
答
を
行
い
ま
し
た
。
（
最
終
回
答
要
旨
と
府
労
組
連
の
態
度

は
裏
面
に
掲
載
）



◆２０２１年度 夏季要求「最終回答」と府労組連の態度（案） 

要求項目 回答要旨 態度（案） 

１．労使慣行遵守 経過を尊重し、双方の努力により築く。給与・勤務条件は所要の

協議。 

遵守・改善を要求 

２．一時金、非常勤職員の賃金引上げ ・現行条例に基づく期末・勤勉手当を６月３０日に支給する。 

・会計年度任用職員の給与については、府の財政状況や国、他

府県の取扱い等を踏まえ検討。 

一時金支給は受諾、賃金

引上げは交渉継続 

３．定年引上げ ・適切な制度運用が図れるよう、国における制度設計等も注視し

ながら検討。 

・給与等については、国家公務員の取扱いを踏まえ、均衡の原則

に基づき、適切に対応。 

・改正法の施行が令和５年（２０２３年）４月１日なので、適切な制

度設計を行い、来年度中に説明ができるようにしたい。必要な協

議はする。 

交渉継続 

４．相対評価の中止、評価制度の賃金反映

撤回 

・相対評価をよりよい制度となるよう取り組む。 

・「評価・育成」は必要に応じて改善に取り組む。 

・地公法や条例により今年度も実施するが、面談や個人目標など

の提出時期については柔軟に実施。 

・知事部局における職員アンケートは実施。 

交渉継続 

５．府職員・教職員の定数増 ・知事部局については、必要に応じた人員配置に努め、適正な勤

務労働条件の確保等に取り組む。 

・教職員については、引き続き国へ定数改善を働きかける。 

交渉継続 

６．出産や育児、子の看護、障がいのある職

員に対する職場環境改善 

・令和２年４月より子育て部分休暇や不妊治療休暇など導入した

ところ、その他の休暇の拡充や新設は困難。 

・知事部局においては、フレックスタイム制度の今年度中の導入

に向けて検討。 

交渉継続 

７．新型コロナウイルス感染症対策  交渉継続 

（１）職員の過重労働解消など労働条件改

善に努めること 

過重労働による健康障害防止対策に係る保健指導等を行い、職

員の労働条件改善に向けて適切に対応。 

（２）執務環境の整備、感染防止対策等、職

員・教職員の安全確保 

各所属においては、職場環境に応じて、ビニールカーテンやアクリ

ル板の設置、消毒液の配置等を行い、感染防止対策を実施して

いるところ。 

（３）学校や施設等の消毒作業等教職員の

安全確保のため、必要な物資の確保や養護

教諭・栄養教諭の業務負担を軽減 

・施設等の消毒作業については、各施設管理者において実施。 

・府立学校において感染防止対策に必要な物品を確保するため

の支援を行っているところ。 

（４）過重労働対策。保健師やケースワーカ

ーの増員を行うなど、長時間労働の解消 

時間外勤務においても適切に実施し、職員の過重労働対策に努

めているところ。 

（５）夜間・休日等に自宅で電話等対応した

職員に時間外勤務手当を支給、待機時間に

ついてオンコール手当を支給（知事部局） 

・夜間・休日等において、実際に勤務した場合には、時間外勤務

手当の支給対象。 

・オンコール手当を支給することは困難。 

（６）被介護人の世話が必要な場合、職務専

念義務を免除すること。結婚休暇の取得期

間の柔軟な対応 

・職務専念義務免除については、国の制度に準じて実施している

ので困難。 

・結婚休暇の取得期間については、延長することは困難。 

（７）非常勤職員の在宅勤務適用。在宅勤

務が困難な場合は自宅待機（知事部局） 

非常勤職員の在宅勤務については、対象から除いているが、所

属長等は当該非常勤職員の業務内容等を勘案し、対象に含める

ことができる。 

８．職場環境改善、労働安全衛生対策 ・労働安全衛生対策については、その運営の充実に努めていると

ころ。 

・知事部局における職員等がインフルエンザワクチンを接種した

場合の費用について、地方職員共済組合による助成を検討。 

交渉継続 
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